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課題としては、関係機関や事業者へのインタビュー調査が 2004 年と 2005 年の 2 回実施されて
いるが、いずれも第 2 次ブレア政権の期間でシステム構築の最中であり、動向を探る上では効果
的であるが、システムの機能それ自体を評価するには不十分で、あった。さらに需要主導アプロー
チによる公共管理システム全体の評価に当たっては、教育事業の独立評価機関である教育水準局
COFSTED) の監査報告書にもとづく検証も必要であった。
こうした課題は残るが、英国における教育と訓練の公共管理システム構築に向けての、労働党
政権期の政策課題、その方策としての施策の立案と執行、施策の有効性と限界、さらには残され
た政策課題を、段階的・体系的に解明しながら、需要主導アプローチの政策的意義を考察し論証
したことは、教育政策研究に新たな知見を加えるものと評価できる。
よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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